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～みんなで考えよう
若者たちのこころの健康を支えるヒント～

開 催 報 告

思春期・若年成人期のメンタルヘルス対策を考える ～若者のメンタルヘルスにどう向き合うか～

毎年10月10日は「世界メンタルヘルスデー」です。メンタルヘルス（こころの健康）をめぐる様々な問題に対する社会の認識を高め、偏
見の解消と正しい知識の普及を目的に、世界精神保健連盟（WFMH）が1992年に制定しました。世界各地で様々な啓発イベントが
開催された中、10月4日には、日本医療政策機構（HGPI）、株式会社ベータトリップ、ルンドベック・ジャパン株式会社の共催により、近
年特に悪化が懸念される、若年者のメンタルヘルスケアを考える「10代、２０代のメンタルヘルス ～みんなで考えよう　若者たちのこ
ころの健康を支えるヒント～」オンラインセミナーが開催されました。栗田駿一郎氏（HGPI シニアマネージャー）の司会のもとで、若
年者のメンタルヘルスを取り巻く諸問題に精通する専門家が登壇し、現状と課題、今後の展望などについて、それぞれの立場から解
説してくださいました。

　5人に1人が一生のうちにこころの不調を経験す
る時代1,2となっている一方、メンタルヘルスに関する

【スティグマ（差別・誤解・偏見）】は依然、存在してい
ます。こうしたスティグマを解決する方法のひとつが、
教育です。学校におけるメンタルヘルス教育の効果
をまとめた論文3,4によると、精神疾患の知識、相談に
対する知識といった項目は、教育によって大きく改善
しました。一方で、精神障害者に対する態度、実際の
自身の相談に対する行動といった「態度と行動」につ
いては、大きな改善は認められませんでした。山口氏
は「知識の習得だけでは変わらない部分もある」と指
摘。メンタルヘルスは「言いづらい悩み」であることを
理解し、「相談してもよいかな」という雰囲気を作るこ
とが大切だと話しました。また、より身近な、年齢の近

メンタルヘルスに対するスティグマの減少は「知識と体験」が鍵
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頑張りすぎない生き方で「ストレッサーとの付き合い方を学ぶ」

若者のメンタルヘルス対策は「相談しやすい窓口」の存在が重要
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　対人関係、家族関係、就学・就労、非日常的な出来事など、様々なストレス要因（ストレッサー）から
メンタル不調をきたす可能性は、誰にでもあります。杉山氏は「ストレッサーの種類は、子どもと大人
で大きな違いはない」と指摘し、子どもの頃から、ストレスとの上手な付き合い方を身に付けておくこ

とで、成人後のメンタル不調の予防につながると述べま
した。学校での教育事例として、認知行動療法とストレ
スマネジメントを活用し、日常生活の問題について、複
数の観点から予防的心理支援を展開する手法を紹介。
たとえば「こちらから挨拶したのに無視された」などの状
況を提示し、自分と相手の双方が嫌な気持ちにならな
い選択を皆で考えながら、ストレッサーとの距離感を学
びます。杉山氏は「気持ちの落ち込みは、誰もが経験する
こと。その波を乗りこなすことが大切」と述べた上で、調
子が悪いときは勿論、調子が良いときも頑張りすぎない、

（全力の）7割を目指す生き方を呼びかけました。

い当事者が語る動画を視聴することで、学生たちの態度に変化が生じることも判明5しており、「当事者の声を聴く機会を通じて、彼ら
の気持ちや回復の可能性を学ぶことで、「態度と行動」も変えられるのではないか」と述べました。加えて、誰もが住みやすい、精神疾患
を患っても生きやすい地域・社会を皆で創ることもスティグマの減少に有効であることを強調しました。

　新型コロナウイルス感染症の世界的流行は、社会を一変させ、私たちの生活に様々な影響を及ぼ
しました。中でも懸念されているのが、若年層のメンタルヘルスの悪化です。国内統計でも、若年者の
自殺者数がコロナ禍から増加しており6、他人との接触の減少などが関与しているのではないかと考
察されています。このような状況の中、根本氏からは、早期介入の実現として、東京都足立区と埼玉県川口市に開設した、ひとつの窓口

で相談から支援まで提供する、若者向けワンストップ無料相談サービ
ス「SODA（ソーダ）」が紹介されました。SODAかわぐちは、現在、川口
市からの委託事業として、東邦大学の精神神経医学講座で立ち上げた
一般社団法人が運営しています。SODAは、教育・行政・医療・福祉・地
域支援などを結びつけるハブ（中心）の役割を担い、また精神保健福祉
士や公認心理師などによる多職種チームが、一定期間治療的にかかわ
ることで、当事者と共に課題の解決を目指します。相談利用者は医療機
関をはじめ、自助グループや就労支援などにも適切に紹介されており、
こうした早期介入により、日常生活における障害の程度が軽減したと
いった、客観的効果も確認されています7。根本氏は「今後も地域に根
差したメンタルヘルスケアシステムの構築を通じて、誰ひとり取り残さ
ない社会の実現を目指していきたい」と抱負を述べました。



概　要

プログラム

［ 日 時 ］	 2023年10月4日（水） 19：00 ～20：30
［ 配 信 ］	 オンライン開催（Zoomウェビナー）　
［ 使 用 言 語 ］	 日本語のみ
［ 参 加 費 ］	 無料
［ 共 催 ］	� 日本医療政策機構（HGPI）、株式会社ベータトリップ、ルンドベック・ジャパン株式会社
［ 後 援 ］	 �厚生労働省、うつ病やいきづらさで苦しんでいる方の自助グループReOPA（レオパ）、特定非営利活動法人シルバーリボン

ジャパン、一般社団法人精神障害当事者会ポルケ、公益社団法人全国精神保健福祉会連合会（みんなねっと）、認定特定非営
利活動法人地域精神保健福祉機構、一般社団法人日本うつ病センター、一般社団法人日本メンタルヘルス ピアサポート専
門員研修機構、ピースマインド株式会社、デンマーク王国大使館

世界メンタルヘルスデー
世界メンタルヘルスデーは、世界全体でメンタルヘルス（こころの健康）への認識を高め、偏見をなくすための取り組みを推進
することを目的として定められた日です。非営利団体の世界精神保健連盟（WFMH）が1992年に10月10日を「世界メンタル
ヘルスデー」と定め、その後、世界保健機関（WHO）もサポートし、正式に国際デーと認められています。世界各地でメンタルヘ
ルスに関連する啓発イベントが行われています。

19：00-19：05	 開会　栗田駿一郎氏（日本医療政策機構 シニアマネージャー）
19：05-19：25	 メンタルヘルスへのスティグマを減らすための教育の可能性と課題
	� 山口創生先生（国立研究開発法人 国立精神・神経医療研究センター 精神保健研究所 地域精神保健・法制度研究部 精神保健サービス評価研究室長）
19：25-19：45	 10代、20代の抱えるストレスとマネジメント方法
	 杉山智風先生（京都橘大学総合心理学部 助教）
19：45-20：05	 若者への早期介入の重要性と相談支援体制について
	 根本隆洋先生（東邦大学医学部精神神経医学講座・社会実装精神医学講座 教授）
20：05-20：30	 パネルディスカッション
	 ファシリテーター：栗田駿一郎氏　パネリスト：山口先生、杉山先生、根本先生
20：30	 閉会

パネルディスカッション

「助けを求める・教えを請う・できないときは断る」を
身に付けよう
今回のテーマである10代、20代の若者といえば、学校を卒業して就職すると
いう、人生の一大転換期を迎える時期であり、同時にメンタルヘルスに不調を
来しやすい時期でもあります。この問題に対して、杉山氏は「本人に自覚がない場合には、いきなりストレスやメンタル不調について切り込む
のではなく、食欲不振、過食、不眠、過眠などの身体に表れる症状について、家族や友人や同僚などが気にかけていると声をかけ、気づきを
促すべき」と周囲の行動を促しました。同時に「助けを求める・教えを請う・できないときは断る」というスキルを、若いうちに修得することも
大切だという考えを示しました。

適切な情報の入手には、専門家が作成したWEBサイトを活用
メンタルヘルスについては、適切な情報源に関する質問も多数寄せられました。これに対して山口氏は、「こころの健康教室サニタ（https://
sanita-mentale.jp/）」を紹介。同サイトでは、専門家の監修のもとで作成された授業教材やメンタルヘルスに関する情報が紹介されてい
ます。また、小中学生の教科書にもメンタルヘルスに関する基礎的な記述があるので、それらも参考にしてほしいと紹介しました。

スマホ依存の解決策は、スマホを取り上げることではない
オンラインでは「ゲーム依存、スマホ依存」に対する質問も寄せられました。これに対して、根本氏は「小中高生のネットの利用平均時間は、
年々増加している」との分析8と共に「ネット空間への逃避は、同時に元々コミュニケーションが苦手という本人の特徴に由来している場合
もある」ため、ネットが心の支えになっている側面もあると指摘。スマホを取り上げるという方法は、かえって逆効果になる可能性もあると
指摘し、スマホとの付き合い方を少しずつ改善し、家族で本人の思いに寄り添うことが重要と述べました。一方で、社会生活に大きな支障
をきたすような場合は、医療機関での治療が重要になると話しました。
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